
 

 

 

 

 

 

（１）認知症対応型共同生活介護費・介護予防認知症対応型共同生活介護費 

（１ヶ月を３０日とした場合）（１単位＝１０．４５円） 

 

介護区分 （単位／日） 月 額 

要支援２ ７４５ ２３，３５６円 

要介護１ ７４９ ２３，４８２円 

要介護２ ７８４ ２４，５７９円 

要介護３ ８０８ ２５，３３１円 

要介護４ ８２４ ２５，８３３円 

要介護５ ８４０ ２６，３３４円 

（２）加算 

 （単位／

日） 

月 額 

初期加算 ※１ ３０   ９４１円 

医療連携体制加算 ※２ ３９ １，２２３円 

サービス提供体制強化加算Ⅰ（ｲ）※３ １８   ５６５円 

サービス提供体制強化加算Ⅰ（ﾛ）※３ １２   ３７７円 

サービス提供体制強化加算Ⅱ ※３ ６   １８５円 

サービス提供体制強化加算Ⅲ ※３ ６   １８５円 

若年性認知症利用者受入加算 ※４ １２０ ３，７６２円 

認知症専門ケア加算Ⅰ ※５ ３    ９４円 

認知症専門ケア加算Ⅱ ※５ ４   １２６円 

夜間支援体制加算 ※６ ２５   ７８４円 

退居時相談援助加算 ※７ ４００／回     ４１８円 

 

看取り介護加算 ※８ 

１４４  

６，８２３円 

 

６８０ 

１２８０ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ ※９ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 11.1％ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ ※９ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 8.1％ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ ※９ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 4.5％ 

介護職員処遇改善加算Ⅳ ※９ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 4.5％×90/100 

介護職員処遇改善加算Ⅴ ※９ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 4.5％×80/100 

特定処遇改善加算Ⅰ ※１０ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 3.1％ 

特定処遇改善加算Ⅱ ※１０ 介護報酬総単位数×サービス別加算率 2.4％ 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

グループホーム もえぎ  ご利用料金表 



※１～※１０までの加算の説明は最終ページに記載しております。 

 

（３）その他 

費 目 日 額 月 額 

家賃（注１） １，７００円 ５１，０００円 

水道光熱費（注１）   ７００円 ２１，０００円 

食材料費（注１） １，２００円 ３６，０００円 

敷金（入居時のみ）（注２） １５０，０００円 

その他 散髪代、紙おむつ、教養娯楽費等は実費 

 

（注１） 途中入居の、家賃、水道光熱費等は日割り計算とします。ただし、食材料費につ

いては実際に提供した食事、おやつ代のみ請求させていただきます。 

入居中の外出・外泊・入院等による不在時の、家賃・水道光熱費等の日割り計算

はありません。ただし、食材料費については実際に提供した、食事、おやつ 

代のみ請求させていただきます。 

 

（注２） 入居時敷金１５０，０００円は退居時に居室の修繕等に要した費用を差し引 

いて残金を返金させて頂きます。 

 

  

 

例）要介護２の方の一ヶ月（３０日）の料金はいくらか？ 

 

認知症対応型共同生活介護費 ２４，５７９円 

医療連携加算 １，２２３円 

サービス提供体制強化加算Ⅰ(ｲ) ５６５円 

認知症専門ケア加算Ⅰ ９４円 

介護職員処遇改善加算Ⅰ ２，１９２円 

特定処遇改善加算Ⅰ  

家賃 ５１，０００円 

水道光熱費 ２１，０００円 

食材料費 ３６，０００円 

合計 １３６，５９３円 

 

 

 

 

 



グループホームの加算について 

※１ 初期加算 ご入居された日から３０日以内の期間のみ 

 

※２ 医療連携体制加算 グループホーム職員として、看護師１名以上確保し２４時間連絡可能な体制を整 

備し、健康管理・医療連携体制を強化している場合に算定します。尚、状態区分が要支援２のご利用 

者は加算対象外です。 

 

※３ サービス提供体制強化加算 （Ⅰ(ｲ)、Ⅰ(ﾛ)、Ⅱ、Ⅲのいずれかの加算のみ算定可能） 

サービス提供体制強化加算Ⅰ(ｲ) 介護福祉士が 60％以上配置されていること 

サービス提供体制強化加算Ⅰ(ﾛ) 介護福祉士が 50％以上配置されていること 

サービス提供体制強化加算Ⅱ   常勤職員が 75％以上配置されていること 

サービス提供体制強化加算Ⅲ   3年以上の勤務年数のある者が 30％以上配置されていること 

 

※４ 若年性認知症利用者受入加算 個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに 

応じたサービス提供を行う。 

 

※５ 認知症専門ケア加算 （Ⅰ、Ⅱのいずれかの加算のみ算定可能） 

認知症専門ケア加算Ⅰ  ①認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が入居者の 1／2以上いること。 

②認知症介護実践リーダー研修修了者を 1名以上配置していること。 

③職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定 

期的に実施していること。 

認知症専門ケア加算Ⅱ ①認知症専門ケア加算Ⅰの要件を満たし、かつ、認知症介護指導者研修修了 

者を 1名以上配置していること。 

②介護・看護職員ごとの研修計画を作成し、実施していること。 

 

※６ 夜間支援体制加算 夜勤を行う介護従事者及び宿直勤務にあたる者の合計数が、グループホームを構 

成する共同生活住居の数に１を加えた数以上の介護従業者を配置した場合に算定します。 

 

※７ 退居時相談援助加算 基準を満たした場合には１回に限り算定いたします。 

 

※８ 看取り介護加算（要支援２の方は、加算されません）厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に

ついては、看取り介護加算として、死亡日以前４日以上３０日以下については１日につき１４４単位

を、死亡日の前日及び前々日については１日につき６８０単位を、死亡日については１日につき１２

８０単位を死亡月に加算します。 

 

※９ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ．Ⅱ．Ⅲ．Ⅳ．Ⅴのいずれかの加算のみ算定可能） 

   厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市 

町村長に届け出た事業所が区分に従い所定単位数に加算いたします。  

※１０ 特定処遇改善加算（Ⅰ．Ⅱのいずれかの加算のみ算定可能） 

   厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市 

町村長に届け出た事業所が区分に従い所定単位数に加算いたします。  

※２，※３，※４，※５，※６，※８，※９，※１０につきましては、ホームが基準を満たしていない場合は算定いたしません。 


